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格子型制振壁システムの繰返し性能に関する実験的研究
その3 縦横の長さが異なる本システムの実験計画
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1. はじめに

円形鋼管に繰返し摂りモーメントを加えた場合、安定的なエ

ネルギー吸収が行われることが知られている。円形鋼管は、ンェ

ル状になっているため平板にせμ新力を加える場合に比べ、大

きなひずみに対して座屈しにくいとしづ利点を有している。こ

れらの特性を活かしたダンパーの提案が行われている 1P)。

既往の研究では、図 lのような鋼管振りダンパーの安定的な

エネルギー吸収能力を活かした格子型制振壁システム(以下、

本システム)の提案が行われている。本システムは格子状に配

置した鉛直材と水平材(以下、格子材)の交差部に鋼管を配置

している。本システムに水平力を加えた場合、十分な剛性を有

する格子材であれば、変形は鋼管に集中し全ての鋼管に同じ摂

り変形角が生じることになる。鋼管の振り挙動が安定的であれ

ば、本システムは安定的なエネノレギー吸収能力を発揮するで、あ

ろう。

文献3)で示されている本システムの弾性剛性は、格子材を剛

としているため、 鋼管の振り岡I}性のみで評価している。しかし

格子材も弾性体であるため、変形が発生し正確に評価できない。

文献のでは、鋼管の摂り変形に加え、格子材の曲げせん断変

形を考慮した5判胡IJ性間面式及び全塑性耐力前面式の2式を提

案し、複数の鋼管を配置した本システムの載荷実験およひ敬値

解析により評価式の妥当性を示している。しかし提案された評

価式では、鋼管聞の音防才長さを同ーとしているため、格子材の

剛度を変えた場合は同評価式を修正する必要がある。

そこで本研究では、文献4)で示された2つの評価式を、岡IJ度

の異なる格子材で構成された場合を考慮、した式に修正し、載荷

実験によりその妥当性を検証する。本稿では、実験の載荷計画

を示す。

2. 載荷実験概要

2.1.鼠験体概要

図 2に本システムの応力伝達機構を示す。 は鋼管、 はピ

ン接合部を示す。実線は鉛直材、点線は水平材の応力伝達機構

を示す。各鋼管が負担する摂りモーメン トが均ーとなるように

各格子材において、鋼管聞の部材中央が反曲点となるようにし、

鋼管とピン接合部との距離は鋼管問距離の半長とする。

本研究で提案する全塑性耐力評価式と弾性剛性評価式の妥

当性を検証するため、同IJ度の異なる格子材で構成された3体の

試験体の載荷実験を行った。
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図 l 格子型制振壁システム
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図2 本システムの応力伝達機構

表 lに各試験体の一覧を、図 3(a)，(b)，(のに各試験体寸法を示

す。試験体に配置する鋼管個数、各格子材における鋼管間距離

をパラメータとする。格子材は上下を CT鋼、左右を岡iJな部材

でピン接合する。 NO.lでは給摘の鋼管数を 3x3個の同数とす

る。 NO.2及びNo.3は縦横 5x3個とする。格子材の交差部に挿

入した鋼管の鋼管間距離は4∞mm基本と した。NO.3の水平材

のみ鋼管問E臨を 3∞mmとし、鋼管間醐症を短くすることに

より格子材の剛度を変えている。

図3(d)に鋼管の詳細を示す。鋼管は格子材を貫通させて格子

材の外側面のみと隅肉溶接で接合されている。製作にあたって

は薄肉鋼管厚のため溶け落ちないような速度で溶接しており、

隅肉溶接サイズは鋼管厚の 1.5倍以上を確保している。鋼管の

塑性領域(図の斜線部)となる箇所は隅肉溶接問である。全て

の試験体で塑性領域は1F32mmとしている。格子材は板幅

l∞mm、板厚 l6mm、鋼種 SS4∞を使用した。円升匁岡管は ふ

48か 3.2、鋼種STK400を使用した。

表 1に鋼材に機械的性質を示す。円形鋼管は真応力→撒ひ

ずみに変換した。材料試験において降伏点が明確でなかったた

め、降伏応力度は0.2%オフセット法で算出している。
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11 鉛直材の鋼管個数

m 水平材の鋼管個数

C 鉛直材の鋼管問距隊

C， 水平材の鋼管問距離

H 壁高さ

H' 壁幅

D 鋼管直径

D' 鋼管の板厚中心間距離 (D-J)

t 鋼管板厚

h 鋼管高さ

"JI 鋼管の降伏応力度

目 鋼管の引張強さ
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図3 試験体詳細
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(c) No.3 (d) 鋼管詳細

2ユ加カ・計涼IJ計画

図4に載荷装置全体を示す。加力方法は反力床に訴験体の下

側の CT鋼をボルト接合し、門型フレームに設置されたアクチ

ュエータにより水平力を作用させ、載荷梁を介して試験体にせ

ん断荷重Qを加える。なお載荷梁上部の面外変形冶具により試

験体の面外変形を拘束している。

図5に載荷プログラムを示す。本システムのせん断変形角。

(図の斜線部)が 1/1∞，1/50， 1130， 11201祉 となる水平変位ぷの

範囲で各振幅を2回ずつ計8回繰返した後、初期載荷方向に単

調載荷し、終局状況を確認する。No.lのみ計測器の不具合によ

り1120rad.の負方向 l回目は 1/15rad.まで、載荷している。せん断

変形角。は図 4右に示すように誤験体の隅部ピン接合音匹位置

に対角線上に設置した斜変位計により算出している。

各鋼管単体の振りモーメントを推定するにあたり鋼管内に

ひずみゲージを貼付けるのが困難で、あったため、鋼管周りの格

子材端に貼付け、 格子材立出部に作用する曲げモーメン トを鋼管

に作用する摂りモーメントとして扱った。

3. おわりに

本報では、複数の円形鋼管を配置した格子型制振壁システム

において剛度の異なる格子材で構成された場合の繰返し性能

に関する実験計画を示した。

図4 載荷装置全体
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図5 載荷プログラム
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